
 

 

【本研究のポイント】 

・結合開裂法という独自の合成技術を基盤に、特異な「キラル注 1）X 形」の分子形状を有す

る電子輸送材料注 2）を開発した。 

・本材料はペロブスカイト太陽電池注 3）の電子輸送層として機能し、汎用（はんよう）される

フラーレン系材料に匹敵する性能を示した。 

・加えて、同材料は片方のスピン状態を有する電子注 4）だけを選択的に流すことも可能で、

次世代スピントロニクス注 5）材料としても期待される。 
 

【研究概要】 

名古屋大学大学院工学研究科の福井 識人 准教授らの研究グループは、京都大学化学

研究所の若宮 淳志 教授、中村 智也 准教授、梶 弘典 教授、京都大学大学院工学研究

科の浦谷 浩輝 助教、東京都立大学大学院都市環境科学研究科の石割 文崇 准教授との

共同で、「キラル X 形」という特異な分子形状を有する電子輸送材料を開発しました。 

電子輸送材料はさまざまな有機電子デバイスの基本的な構成要素です。特に、次世

代太陽電池として期待されるペロブスカイト太陽電池では、溶液塗布によって成膜が可

能な電子輸送材料が必要です。現在はこのような材料としてフラーレン系電子受容体注 6）

が広く用いられています。しかし、フラーレンは材料コストが高いことと分子の設計性が

限られていることが課題でした。加えて、近年ではキラルな有機分子が片方のスピン状態

を有する電子だけを選択的に流す現象（キラル誘起スピン選択性注 7））を示すことが分か

り、次世代スピントロニクスへの応用が期待されています。しかし、優れたスピン選択率を

示す電子輸送材料は限られており、新材料の探索が求められています。 

本研究では、グループが独自に開発した８の字型π共役分子（CBBC）の変換によっ

て新規電子輸送材料を開発しました。この電子輸送材料は、「キラル X 形」という複雑

にねじれた分子形状を有するにもかかわらず、分子内結合開裂法という独自の合成技

術を基盤として、高価な原料を用いずに、簡便に合成が可能です。重要なことに、今回

開発した材料を電子輸送層として含むペロブスカイト太陽電池素子は、汎用されるフラ

ーレン系材料から成る素子に匹敵する光電変換効率注 8）を示しました。さらに、同材料

は優れた選択率でキラル誘起スピン選択性を示しました。本成果は、CBBC が電子輸

送材料の基本骨格として有効であることを実証するものであり、次世代材料を開発す

る上で重要な技術基盤を与えます。 

本研究成果は、2026 年 8 月 27 日（現地時間）付で国際学術誌『Angewandte 

Chemie International Edition』に掲載されました。 

特異な非平面形状を有する電子輸送材料を開発 
～ペロブスカイト太陽電池の低コスト化と 
次世代スピントロニクスへの利用に期待～ 

 



 
【研究背景と内容】 

電子輸送材料は有機エレクトロニクスにおける重要な構成要素です。現在主流の電子

輸送材料はフラーレンおよびその誘導体です（図 1a）。通常の有機π共役分子注 9）は主と

して平面構造を示す一方、フラーレンは特異な球形構造を示します。そのため、固体中で

等方的な電子輸送経路を構築し、高い移動度を示します。しかし、フラーレンは合成コスト

が高いとともに、多彩な誘導化が困難であることが課題です。そのため近年では、フラー

レンを基本骨格としない電子輸送材料（通称、非フラーレン系電子受容体）の開発が世界

的に進められています（図 1b）。ただし、その多くは平面形の構造を有するものであるた

め、フラーレンのように非平面形の構造を有する骨格の利用が期待されます。しかし、優

れた電子受容性と合成容易性を両立する非平面分子はわずかであり、候補物質の探索は

十分には行われていません。 

 

 

図 1 電子輸送材料の構造と特徴 

 



電子輸送材料の利用先の一つにペロブスカイト太陽電池があります。ペロブスカイト太

陽電池は次世代太陽電池の一つであり、現在は実用化を目指した素子の最適化が進めら

れています。ペロブスカイト太陽電池の中でも逆型と呼ばれる素子構造は、正孔回収単分

子膜材料注 10）の飛躍的な発展により、実用化に向けた有力候補となっています。この素子

構造ではペロブスカイト層の上部に電子輸送材料を溶液プロセスで塗布するため、溶液

塗布可能で高移動度を示す電子輸送材料が求められています。 

加えて近年では、キラルな構造を有する電子輸送材料にも注目が寄せられています。こ

のような分子は、片方のスピン状態を有する電子だけを選択的に流す現象（キラル誘起ス

ピン選択性）を示すため、次世代スピントロニクスへの応用が期待されています。ただし、

優れた電子移動度と高いスピン選択性を両立する材料は未開拓です。 

ごく最近、研究グループは、市販の π 共役分子であるジベンゾクリセンの骨格内部の

結合を酸化的に開裂することで、８の字型にねじれたπ共役分子（CBBC）が簡便かつ大

スケール、高エナンチオ選択的注 1）に合成できることを報告しています（図 2）。CBBC は

共役系内にカルボニル基を有するため電子受容性に優れています。また、CBBC の非平

面構造は、フラーレンのように、固体中で等方的な電子輸送経路を構築することに有利で

す。 

 

 

図 2 結合開裂法による８の字型分子 CBBC の簡便合成 

 

今回、研究グループは CBBC の骨格周辺部位に電子受容性の官能基を導入した新た

な化合物 1 を創出しました（図 1c）。化合物 1 の合成は、簡便かつ大量に合成が可能な臭

素化 CBBC を出発原料として、わずか 3 工程で行われました（図 3a）。そのため、構造

の多様化が容易であり、本成果では他にも 2 種類の類縁体の合成に成功しています。化

合物 1 は、「キラル X 形」という特異な分子形状を示し、この骨格において二つの電子受

容性に優れた直線状の部分構造（化合物 2 に相当）はねじれながら立体交差するように

配列されています（図3b）。化合物1は電子受容性に優れ、真空準位に対して約–4.6 eV

に LUMO 準位注 11）を示します。また、化合物 1 は加熱したテトラクロロエタンに可溶で、

得られた溶液をスピンコートすることで、溶液プロセスによって薄膜を作製できました。

重要なことに、作製した薄膜は、参照分子 2 と比べて、2 倍近く高い電子移動度を示しま

した。この結果は、理論計算によるシミュレーションによっても支持されており、化合物 1

の特異な立体交差構造において二つの直線状の部分構造が有効に相互作用したためだ

と解釈できます。さらに同材料を用いて作製したペロブスカイト太陽電池素子は、光電変

換効率 20.6%を記録しました（図 3c）。この効率は同分野におけるベンチマーク材料で



あるフラーレン誘導体（PCBM）注 6）を用いた場合の効率（21.2%）に匹敵しています。ま

た、化合物 1 の片方の光学異性体注 1）のみからなる薄膜はキラル誘起スピン選択性を示し

ました（図 3d）。測定によって得られたスピン選択率は約 80%であり、過去に報告され

たキラル電子輸送材料と比べて十分に高く、分子性のキラル正孔輸送材料や高分子材料、

無機材料と比較してもトップレベルの値です。 

 

 

図 3 本研究で開発した新規電子輸送材料の合成、構造、ならびに素子特性 

 

【成果の意義】 

非フラーレン系電子輸送材料の開発は、世界中で精力的に進められているものの、そ

の基本骨格はインダセノジチオフェンやペリレンジイミドといった一部の分子に限られて

いました。これに対して本成果は、独自分子である CBBC が新規電子輸送材料を設計す

る上での基本骨格として有用であることを示しています。今後は CBBC の変換によって

数多くの電子輸送材料が創出され、次世代材料の開発につながることが期待されます。 
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【用語説明】 

注 1）キラル、エナンチオ選択的、光学異性体： 

右手と左手のように、鏡写しの関係にありつつもそれぞれを重ね合わせることがで

きない性質をキラルという。ここで鏡写しの関係にある二つの化合物を光学異性体

と呼ぶ。光学異性体のうち片方を化学的に与える合成手法をエナンチオ選択的合成

という。 

注 2）電子輸送材料 

固体中において電子を効率的に輸送する材料。n 型有機半導体とも呼ばれる。 

注 3）ペロブスカイト太陽電池： 

ペロブスカイト結晶構造を持つ物質を光電変換層に利用した次世代太陽電池。変換

効率を向上させるためには、光電変換層から効率的に電子を抽出する必要があり、

そのためには適切な電子輸送層をペロブスカイト層の上に成膜させる必要がある。 

注 4）スピン状態を有する電子： 

電子が持つ量子力学的な性質の一つで、小さな磁石のような役割をする固有の角

運動量のこと。古典的には、電子が自転していると考えた場合に生じる、上向きと下

向きの二つの異なる状態に相当する。 

注 5）スピントロニクス： 

電子の持つ電荷とスピンの両方を同時に利用・制御する技術。省電力半導体や大容

量メモリなどの基盤技術として期待される。 

注 6）フラーレン系電子受容体、フラーレン誘導体(PCBM)： 

フラーレンに対して化学変換を施すことで合成される電子輸送材料の総称。代表的

な分子はフェニル C61酪酸メチルエステル（PCBM）。 



注 7）キラル誘起スピン選択性： 

CISS（Chirality-Induced Spin Selectivity の略）効果とも言われる。キラル

な分子や物質において、電子のスピンの向きによって電流の流れやすさが異なる現

象。本研究では、強磁性電極の磁化方向を反転させた際に生じる電流値の差として

評価した。 

注 8）光電変換効率： 

太陽電池素子が吸収した太陽光エネルギーのうち電力に変換された割合。 

注 9）有機π共役分子： 

主として sp2 炭素から成る有機分子の総称。プラスチックのような汎用材料から有

機半導体や有機 EL といった次世代材料に至るさまざまな材料に含まれ、機能の根

幹を担っている。 

注 10）正孔回収単分子膜材料： 

ペロブスカイト太陽電池の基板である金属酸化物の表面に電子供与性に優れた自

己組織化単分子膜を形成させる材料。素子の高性能化と材料コストの低下の両面か

ら効果的である。 

注 11）LUMO 準位： 

分子の最低空軌道のエネルギー準位。LUMO 準位が低いほど、分子は電子を受け

取りやすくなる。 
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